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Ⅳ．タイ王国 

 

本章の目的は、『「クリーンウッド」利用推進事業のうち生産国における現地情報の収

集（熱帯地域）事業』において 2019 年に実施したタイに係る調査結果も踏まえ、その後

の情勢の変化や新たな制度等について明らかにすることである。 
 

 

１．森林の伐採段階における法令等調査 

タイでは、1941 年に森林法及び森林の改良を主な目的とする再造林法が制定され、

主要な林業関係法律として運用されてきた。その後、1960 年代に国立公園法（1961 年）

の他、野生生物や森林資源保護を目的とした法令が制定されて現在に至っている。 

経済林の活用、森林保護、野生生物の保護などの森林に係る諸政策は森林法を核とし

て運用されている。現行の森林法は 2019 年に改正したものであり、林産物の伐採及び

収集、印章（伐採木に施す刻印又はシール）、木材管理、森林の再生、罰則などを規定し

ている。森林法には木材管理に係る事項として、加工工場の管理や木材の移動に係る規

定も含まれている。 

森林の管理及び木材の取扱いに関係する主な法律には、次のようなものがある。 

 

表 4-1 森林の管理及び木材の取扱いに係る主な法律 

法令名 概 要 

森林法 
Forest Act B.E. 2484 
(1941) 

森林法及びその改正法。 

木材の生産、丸太及び木材製品の輸送並びに木材産業を規

制。 

保護林法 
National Reserved Forest 
Act B.E. 2507 (1964) 

保護林地域の利用及び利用許可を管理監督。 

商業用林植林法 
Commercial Forest 
Plantation Act B.E. 2535 
(1992) 

商業用林造林法及びその改正法。 

商業用林人工林として登録された地域から生産される木材

を規制。合理的な植林活動の実施を承認し、植林事業を促

進。 
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（１）森林の定義 

タイ王国（以下、「タイ」という。）では森林の定

義を、1942 年森林法（以下「森林法」という。）及

び天然資源環境省に属する組織である王室森林局

（以下「森林局」という。）の統計資料において次

のように定めている。 

i 森林法による定義1 

森林とは、土地法に基づいてまだ取得さ

れていない土地をいう。 

ii 統計上の定義 

森林とは、自然の草地及び岩場を含めて

樹冠が 0.5ha 以上を覆う土地で、ユーカリ

植林地、林間農地、ゴム植林地、オイルパー

ム植林地その他の非木材製品生産地を除く

ものをいう。 

 

タイでは、「統計上の定義」において森林の定

義から除く対象として掲げている「ユーカリ植

林地、林間農地、ゴム植林地、オイルパーム植林

地その他の非木材製品生産地」は農業省の所管

事項としている。ユーカリオイル、ゴムの原料

であるラテックス、食用油を採取するための樹

木の植栽地は、農産物を生産するための農地の

扱いである。 

森林局が「統計上の定義」に基づき集計して

発表した2021年の森林面積は、1,635万4,000ha、

森林率は 31.6％である。森林率は 1973 年の

43.2％から 2006 年には 30.9％までに縮小する

が、その後若干拡大して現在に至っている。 

 

（２）森林の区分 

前掲の統計上の定義による森林は全て国有であり、森林局は立木の所有権を基準とし

て、次のように森林を公有林（Public Forest）と私有林（Private Forest）に大きく区分し

て業務を行っている。 

i 「公有林」とは、土地及び立木が国有である森林をいう。公有林にはコンセッシ

ョンを設定する場合がある。 

公有林には保護林（Conservation Forest）が含まれ、保護林の指定は国王の勅命

を王室官報に掲載して行う2。 

ii 「私有林」とは、土地は国有であるが立木は私有である森林をいう。私有林の場

合は、国が民間の個人又は法人と土地のリース契約を締結している。国から土地

のリースを受ける民間の個人又は法人は、土地のリース料とロイヤリティーの支

                                                 
1 森林法第４条第１項。 
2 森林法第 28 条。 

表 4-2 森林面積の推移 
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払い義務を負っている。リースを受ける民間の個人又は法人は、リース契約を締

結する前に行う森林局への登録において、森林関連法令を遵守し、適正な森林管

理を行う宣言をする宣言書を森林局に提出する3。 

 

なお、森林局は「林業」の監督を中心的に行う天然資源環境省傘下の行政機関である。

森林の内、経済林は森林局が担当している。一方で天然林は、天然資源環境省が担当し、

天然林の内の国有保護林は森林局が、国立公園、野生動物保護区及び狩猟禁止地域は同

省傘下の国立野生動物植物保護局が担当している。 

 

表 4-3 森林規制区分別森林管理担当行政機関 

区 分 担当行政機関 備  考 

経済林 森林局  

天 然

林 

 天然資源環境

省 

 

国有保護林 森林局 木材、林産物その他の天然資源に

保護を要する場合は、森林法に基

づき国有保護林に指定。 

国立公園、 

野生動物保護区及

び 

狩猟禁止地域 

国立公園野生

動物植物保護

局 

 

 

（３）規制樹種と伐採許可 

タイでは森林資源を保護するための保護林を設定する以外にも、樹種別に「規制樹

種」と「非規制樹種」を設定し資源の保護を行っている。 

規制樹種には次の二つのタイプがあり、規制樹種の指定は国王が勅令により行う。 

 

【規制樹種の区分】 

i タイプ A（一般規制樹種） 

タイプ A は、チークその他の一般的な 160 の樹種が該当し、伐採をするとき

には天然資源環境大臣が承認した伐採許可を要する。タイプＡに該当する樹種

には、タイにおいて代表的な次のものが含まれる4。 

• Teak (Tectona grandis) 

• Yang (Dipterocarpus alatus) 

• Padauk (Peterocapus macrocapus) 

• Merawan (Hopea odorata) 

• Teng、Chick又はSiamese Sal (Shorea obtuse) 

• Daeng 又は Ironwwod (Xylia xylocarpa) 

• Rosewood (Dalbergia cochinchinsis, Dalbergia cultrata, Dalbergia oliveri and Dalbergia 

parviflora) 

                                                 
3 森林法第 14 条。 
4 Forest Trend, “Timber Legality Risk Dash Board: Thailand”, USDA, October, 2021, p 2. 
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• Doussie (Afzeria xylocarpa) 

 

 

ii タイプ B（特別規制樹種） 

タイプ B は、希少又は保存すべき樹種で、天然資源環境省大臣の特別な許可

がない限り伐採を禁じている樹種をいう。タイプ B の対象樹種には、次のもの

が含まれる5。 

• Benzoin (Styrax Benzoides) 

• Mansonia (Mansonia gagei) 

 

天然資源環境大臣の承認により発行される伐採許可は、公有林及び規制樹種の伐採

をするときに必要である。 

伐採許可制度については、2022 年に一部改正がなされた。森林局は、タイプ A の規

制樹種に指定されているチークついて、2022 年から造林法で定める自己宣言を行った

個人が行う人工林材の伐採については、伐採許可を取得しなくとも伐採できるように

制度を改正した。森林局は、私有林における再造林許可以外の土地保有、立木所有、伐

採木の移動その他の林業活動に係る事項を許認可の対象からはずして自由化しており、

この私有林のチーク人工林材の伐採に係る制度改正も、その改正作業の一環として行

なっている。 

一方で公有林の伐採は樹種に係わらず許可制である。伐採ライセンスには、公的な

スタンプを表示し、ライセンス文書上の許可記載事項以外の伐採や寸法制限を下回る

造材を禁止している6。 

なお、公有林に於ける伐採及び規制樹種の伐採については、ライセンス発行時の手

数料の他、指定した料率又額のロイヤリティーの徴収が行われている7。 

 

（４）天然林伐採の禁止 

タイでは 1989 年１月以降、特別な事由がない限り天然林の伐採を禁止している。天

然林の伐採禁止は、1988 年 11 月に高地の地滑りを主因として発生したタイ南部の大

規模洪水を契機とした措置である。タイ政府は、政治的決断により天然林における伐

採ライセンスの即時停止を行うとともに、林業政策の重点を天然林保護に置く方向に

転換した。 

 

（５）人工林 

森林局は、天然林の保護とともに人工造林による経済林開発を促進する政策をとっ

ている。人工造林は、公有地及び利用権が認められている「私有地」でその多くが行わ

れている。経済林の人工林としての公有地の利用権は、次の機関によって付与されて

いる8。 

 森林局 

                                                 
5 Forest Trend, “Timber Legality Risk Dash Board: Thailand”, USDA, October, 2021, p 2. 
6 森林法第 11 条－第 13 条。 
7 森林法第 14 条。 
8 APEC Expert Group on Illegal Logging and Associated Trade (EGILAT), “Timber legality guidance template for Thailand”, 

October, 2022 p 2. 
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 社会開発安全保障省共同促進局及び社会開発福祉局 

 財務省 

 

現在、天然林の伐採が禁止されているタイにおいては、商業用木材の生産は、ゴム

ノキ、ユーカリ、アカシアその他の早生樹種に強く依存している。森林局職員によれ

ば、森林局としては、商業的価値の高いチークの植林を推奨したいが、人工造林の多

くを担う小規模零細な土地保有者である農民は、伐期が長いチークよりも短いサイク

ルで現金収入が得られる早生樹種による造林を選択してしまうということであった。 

タイの人工林樹種には、チークの他に次のようなものがある9。 

 Acacia (Acacia auriculiformis, Acacia mangium) 

 Australia Pine Tree又はWhistling Pine Tree (Casuarina equisetifolia) 
 Black Palm (Borassus flabellifer) 

 Burmese Grape (Baccaurea ramiflora) 

 Eucalyptus (Eucalyptus spp.) 

 Leuceana (Leuceana leucocephala, Leuceana spp.) 

 Plum Mango (Bouea macrophylla) 

 Rain Tree (Samanea saman) 

 Red Palm, or Coconut Palm (Cocos nucifera) 

 Rubberwood (Hevea brasiliensis) 

 Savukku Maram (Casuarina junghuhniana) 

 Sentang (Azadirachta excelsa) 

 Tamarind (Tamarindus indica) 

 

2019 年の森林法改正においては、それまで実施していた人工造林樹種の指定に関す

る規定を改正し、土地法の規定により土地の保有権が確定している私有人工林保有者

は、自由に植林樹種を選択できるようになった10。すなわち、人工林保有者は森林法の

改正により、例えばそれまで植林が禁止されていた前掲のタイプ B（特別規制樹種）の

規制樹種による造林もできるようになった。 

なお、森林局によれば、農業省が所管している現在のゴムノキのプランテーション

面積は約 390 万 ha であり、この内の、310 万 ha（79％）は小規模な農家により所有さ

れている。さらに文献によれば11、ユーカリの植林地が 2020 年に 48 万 ha 存在してい

る。 

 

 

（６）伐採主体 

タイにおける伐採は、森林産業協会（FIO：Forest Industrial Organization）がその大部

分を担い、この他に農民が少量の伐採を行っている。 

森林産業協会は、国が 50％、農民を主体とした地域住民が 50％を出資している「民

間機関」で、全国 77 県に事務所を配置し、造林、育林、伐採その他の林業事業並びに立

木及び丸太のオークション販売を主な事業としている。 

                                                 
9 Forest Trend, “Timber Legality Risk Dash Board: Thailand”, USDA, October, 2021, p 2. 
10 2019 年４月 18 日付王室官報第８号。 
11 Forest Trend『前掲書』15 頁。同書によるゴムノキのプランテーション面積は 350 万 ha。 
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森林産業協会が伐採を行うときは森林局に伐採の許可申請を行い、森林局は伐採申請

があったときは伐採予定地を踏査してから伐採許可を与えている。 

 

（７）ゴムノキの伐採 

森林局の説明によれば、年間伐採目標を３万 2,000ha に設定しており、実際の伐採も

この面積に近い規模で実施している。 

ゴムノキのプランテーションを含む農業指定地域内における伐採には、官報による

公表又は当局からの許可とともに、天然資源環境大臣による許可が必要である12。ラテ

ックスを採取し終わった後のゴムノキ（伐期は 25～30 年）の伐採は、タイ・ラバー協

会（The Thai Rubber Association）13が小規模農民の伐採許可に係る業務を行うことでコ

ントロールしており、ゴム生産農家の 90％がこの協会に加入している14。 

ゴムノキの植栽及びプランテーションの運用は農業省の所管である。しかし、ゴムノ

キを伐採した後の丸太の所掌は森林局に移り、ゴムノキの丸太の取扱いにも森林法を

はじめとする林業関連法令が適用される。 

森林局は 1989 年に天然林の伐採が禁止されてから、タイの主要産業用樹種であるチ

ークの丸太生産量を回復するためにチークの人工造林を推進しているが、人工林のチ

ークは伐期に達していないものが多い。現在、人工林チークは、農民が数本の立木を伐

採して出荷する形態が一般的であるため、産業用の国産材としては集荷がしやすいゴ

ム材がより重用されるようになっている。 

森林局によれば、一年間で伐採する約３万 2,000ha のゴムノキから、製材用原木が

300 万ｔ、スラブ16用原木が 240 万ｔ、チップ用原木が 240 万ｔ、鋸屑が 6,000ｔ、伐根

が 100 万ｔ（ともに概数）生産されている。 

タイではゴムノキは在来樹種であり、ラテックスを採取するための農産物という位

置付けであること及び伐採したゴムノキは農業副産物であることから、森林局でもゴ

ムノキの合法性確保に係る規制をしてこなかった。しかし、主に欧州からゴムノキの合

法性確保に係る規制を要望する声が高まっているため、森林局で対応を検討しはじめ

ている。 

 

（８）登録スタンプの打刻又は販売用シールの表示 

生産した規制樹種の丸太については、森林局に印影を登録しているスタンプ（ロイ

ヤリティースタンプ）の打刻17又は販売のための政府が発行したシールの表示により、

登録、許可、料金その他の省令が定める要件への適合を証明しなければならない。ス

タンプの打刻がない又は販売のための政府のシール表示がない制限樹種の丸太を所有

している者には、木材を合法的に取得した事実を証明できる場合を除き、森林法の罰

則規定を適用する18。 

なお、スタンプは伐根にも打刻し、再造林手続きを行う際に森林局担当官が伐根の

スタンプを確認する。 

                                                 
12 森林法第 54 条。 
13 https://www.thainr.com/en/ 
14 森林局による説明。 
16 スラブとは、一面又は二面を製材した板材をいい、テーブルトップやベンチの座面、内装材などに用いられる。 
17 森林法第 35 条及び森林法第 69 条。 
18 森林法第 69 条。 
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（９）丸太の売買及び輸送 

伐採した丸太の販売は、森林産業協会（FIO）による立木及び丸太のオークション又

は農民による個別販売が主な方法である。 

加工工場が丸太を集荷するときは、まとまった量を出展する森林産業協会のオーク

ションを利用する他に、加工業者向けの丸太を集荷するコントラクターを利用する場

合がある。 

森林法第 39 条の規定は、丸太及び木材製品を移動するときは、省令が定める要件に

基づき当局が発行する貨物の内容、輸送区間その他の事項を記載した輸送証明書の携

行が義務づけている。ただし、森林局の説明によると、輸送証明書の携行は、所有権の

移転を伴わない移動の際には不要である。 

輸送証明書は、森林検問所を通過するときに担当職員に提示しなければならない。

出荷者は、森林検問所に移動する貨物に係る情報を事前に通知し、森林検問所の職員

が検問所を通過しようとしている貨物の内容を事前に通知された情報及び輸送証明書

の記載事項と照合して確認する19。 

なお、職員からの書面による許可がない限り、日没から日の出までの時間帯におけ

る森林検問所の通過は禁じられている20。ただし、コンセッションが経路探索証明書等

を所持している場合は、輸送証明書の携行及び特定時間帯における森林検問所の通過

を禁止する規則の適用は除外される21。 

 木材の輸送証明については、製品の輸送証明書と併せて木材のトラッキングシステ

ムを構築する試みがなされているので、次項の木材流通段階における法令等調査でま

とめて報告する。 

 

２．木材の流通段階における法令等調査 

 

（１）木材及び木材製品の証明書の発行に関する森林局規則 

2019 年の森林法の改正により、国外への取引及び輸入を行う木材、木材製品及び木

炭については、国際競争力を確保するために「王国外での取引又は輸出のための木材

及び木材製品の証明書」を発行することとなった22。このため、2020 年３月に王室官

報により、「「国外への取引及び輸出を行う木材、木材製品又は木炭の証明書の発行に

関する森林局規則」23が公布された。同規則の公布により、ゴムノキを除く丸太及び製

材品並びに木炭の輸出には、この規則による証明書が必要になった。 

なお、これ以上加工を要さない最終製品である木材製品の輸出及び次に掲げる物品

の輸出には、この証明書及び輸出許可を要さない。 

 藤 

 竹 

 葦 

 ヤシの木 

                                                 
19 森林法第 40 条。 
20 森林法第 41 条。 
21 森林法第 42 条。 
22 森林法第 18 の２条。 

23 2020 年３月 31 日付け王室官報特別セクション第 74 号。この規則は、2020 年４月１日施行。 
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 根 

 蔓 

 単板 

 おが屑 

 ペレットを含む木材チップ 
 

参考のために、2020 年３月の王室官報により公示された「国外への取引及び輸出を

行う木材、木材製品又は木炭の証明書の発行に関する森林局規則」の内容（仮訳）を本

章末尾に掲載する。 

 

（２）木材の輸出入制限 

日本貿易振興機構（JETRO）の「ビジネス短信」（2023 年６月 26 日付）によれ

ば、タイ商務省は 2023 年４月 28 日付で二件の通達を発表した（2023 年５月 18 日

付官報）。 

その一つは、「原木、加工木材、木工製品を輸入禁止又は輸入証明書を要する商品

に指定する件」である。この通達の主旨は次のようである。 

 タイ西部のミャンマーと国境を接しているターク県、カンチャナブリ県及び

メーホンソン県の税関を通じた原木輸入を禁止する。 

 メーホンソン県の税関を通じた加工木材の輸入を禁止する。 

 カンボジア及びラオスからのローズウッドの原木及び製品の輸入を禁止す

る。 

 上記以外のから原木、加工木材及び木工製品を輸入する場合は、輸出当局が

発行した原産地証明書又は輸出許可証の提示を求める。 

 この措置は 2023 年７月 17 日に発効する予定である。 

 

二件目は「ローズウッドを禁止品目に指定：一部の原木、加工木材、木工品、根

巻をした樹木の輸出許可対象品に指定」であり、次の措置と管理対象品を決定し

た。 

 ローズウッドの原木、加工木材、木工製品の輸出禁止。 

 ローズウッド以外の原木、加工木材、木工製品、根巻の樹木を輸出すると

きは、輸出許可書の及び森林法に基づく木工製品、木炭の輸出に係る証明

書（（１）の項で報告した木材及び木材製品の証明書）の提出を求める。 

 輸出対象規制の対象からラバーウッドを除外する。 

 

JETRO が報道した二件の通達について 2024 年１月にタイ国内で確認にしたとこ

ろ、一件目の通達については発効を確認できなかったが、二件目の通達については

発効と実施を確認した。 
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（３）トラッキングシステムの実証実験 

森林局は、各種許可書、事業者の入出荷台帳などを使用したトラッキングシステ

ムの実証実験を行っている。この実証実験にどの程度の業者が参加しているかにつ

いては公表されていないが、業界関係者は、加工工場及び流通業者の４分の１程度

が参加しているのではないかと推測している。以下に、森林局が行っている実証実

験の状況を報告する。 

この実証実験は、既存の各種証明書及び木材の管理方法を活用しながら、伐採許

可書に付された書類番号を ID として、合法に伐採が行われた伐採地から、丸太の輸

送、加工工場の原木の入出荷在庫管理、製品加工及び製品の入出荷在庫管理、製品

の輸送、流通業者の製品入出荷在庫管理を経て、最終的には合法的な丸太生産、木

材加工及び流通に係る情報を建築業、家具製造業その他の木材需要者に提供する制

度を合理的に運用する方法を探ることを目的にしている。 

このシステムにより、流通の川下に位置する関係者は、原木又は製品を販売した

業者から受領した伝票書類の記載内容を販売者に照会すれば、購入した木材のトラ

ッキングができるという仕組みである。 

 

①伐採地の情報 

この実証実験において、情報のスタート地点である伐採地では、森林産業協会

その他の大規模伐採事業者にあっては行政機関、農民その他の個人伐採者にあっ

てはコミュニティーの代表者に次に掲げる文書を用意して、その内容が正確であ

る証明書の発行を依頼する。 

 人工林所有証明書の写し 

 伐採量証明書 

 各本に番号付けをした丸太の明細書 

 GPS データを含む伐採地の地図。 

 

伐採地から丸太を輸送するときは、上記箇条書きの書類に 

 伐採が法令を遵守して的確に行われたとの行政機関又はコミュニティ

ー代表による証明書、 

 木材（丸太）移動証明書（木材移動のための木材登録書） 

を加えて、丸太を輸送する担当者に丸太の納品先への手交を依頼す

る。 

 

②木材移動証明書 

木材移動証明書は、丸太の所有権の移転をともなう移動をするときに必要な書

類であり、伐採業者から加工工場に販売目的で丸太を移動するときの他、加工業

者間で売買した丸太を移動するときにも使用される。一方で、木材移動証明書

は、同じ事業者が所有する二か所の保管場所を結ぶ移動のような丸太の所有権の

移転が伴わない移動をするときには不要である。 

この木材移動証明書の取扱い方法は、後述の製品の移動証明書についても同じ

である。工場から離れた倉庫に保管目的で製品を移動するようなときは、製品の

移動証明書を必要としない。 
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さらに、木材移動証明書は、丸太を積載したトラックが森林検問所を通過する

ために必要な書類である。原則として森林所有者は、森林検問所に丸太荷口の内

容とトラックの通過時間を事前に連絡する。森林検問所では、移動証明書の記載

内容と事前に受けた荷口の情報及びトラックに積載している荷口の適合を確認す

る。 

図 4-1 の木材移動証明書（表面）には、次の情報が記載される。 

A． 出荷に係る情報 

a． 伝票番号（№）及び伝票の冊番号（Vol）並びに出荷者事業所名又は

氏名。 

伐採者が提供したこれらの情報がトラッキングの ID となる。 

b． 発行日時及び出荷場所 

c． 許可認可の名称とその番号（伐採許可番号等）及び許可年月日 

d． 移動する丸太の樹種、本数及び材積（㎥） 

B． 輸送に係る情報 

a． 移動先の名称及び所在地。 

b． 輸送手段。 

C． 木材移動管理責任者名 

D． 木材登録書の一覧表 

輸送する丸太荷口に添付された輸送証明書の一覧表で、丸太の流通業

者の便宜のために積載している丸太に係る移動許可発行及び木材登録書

（木材移動許可書の裏面）の発行に係る情報が三件記載できるようにな

っている。 

一覧表の許可発行欄に記載する伝票番号（№）及び伝票の冊番号

（Vol）は、A のａ項に掲げた番号である。 

E． 証明書の期限についての注意書き 

 木材移動証明書の有効期間は、発行後 24 時間以内であるので期限と

なる年月日と時間が記載されている。 

F． 自己宣言及び署名 

法令を遵守して木材を移動する宣言を行い、出荷地の代表及び担当者

並びに移動担当者が署名をする。 

G． 割印 

 担当行政官が正規の証明書であること証するために、書類に割印を施

す（図 4-1 の左側）。 
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図 4-1 木材（丸太）移動証明書（表面） 
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図 4-2 木材（丸太）移動証明書（裏面） 
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図 4-2 は木材移動登録書であり、両面刷りされた図 4-1 の木材移動証明書の

裏面である。この書類によって、丸太の登録を行う。記入内容は、次のとおり

である。 

A． 書類番号（表面の番号に同じ） 

B． 記入年月日。 

C． 登録する木材の情報。 

a． 木材の個別番号。 

b． 木材の書類名。 

c． 数量。 

d． 寸法。 

e． 材積。 

f． 伐採時に付された刻印又はシールの番号。 

 

③加工工場における原木と製品の管理 

加工工場では、入荷した原木と輸送担当者が携えてきた輸送証明書をはじめと

する書類の整合性を検査し、原木の入出荷在庫台帳に入荷した原木と受領した書

類のデータを記録する。 

加工工場が加工を施したときは、備えてある加工記録簿に使用した原木と生産

した製品の情報を記録し、さらに製品の入出荷在庫台帳に製品の「入荷」を記録

する。加工記録簿及び入出荷在庫台帳への記録は、原木に付されていた伐採に係

る ID 番号も記録されている。なお、加工工場で、生産した製材品からフィンガ

ージョイント材やパーケットのような二次加工品を行うときは、原木から製材品

を生産したときに使用する加工記録簿の他に、もう一冊、加工記録簿を準備して

データを記録しなければならない。 

加工工場の加工記録簿並びに原木及び製品の入出荷在庫台帳は、森林局が通常

であれば年一回行う加工工場への監査における監査対象である。森林局の監査担

当職員は、書類審査として加工記録簿及び入出荷在庫台帳と輸送証明書その他の

入出荷に係る関係書の整合性とともに、在庫状況を抽出調査により確認し、適正

な加工と入出荷在庫管理が行われている監査結果が得られたときは、加工台帳及

び入出荷在庫台帳に署名を施す。一方で、悪質な違反が認められた場合は、加工

工場の操業許可を取り消す。 

 

④製品の移動 

加工業者及び製品販売業者が製材品などの中間財を建築業者などの需要者以外

に販売するときは、製品の移動証明書が必要である。加工業者及び製品販売業者

が製品を需要者に販売するときは、需要者が購入した製品のトラッキングができ

るように販売明細書に販売する製品の ID を記載する。 

図 4-3 に示す製品の木材移動証明書は、「法律で規制（禁止）している木材製

品」というタイトルが付いているのでわかりづらいが、行政文書内では図 4-1 の

木材移動証明書の一行目に記載している「（３）木材移動」の項目で掲げる一つ

の様式になっているものと推測する。 

製品の移動証明書も基本的記載内容は、木材移動証明と同じであるが、異なる

点は出荷者が販売許可又は保管許可を所持しているかを記載（チェックする）す
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る欄があること（図 4-3 右上の吹き出し部分）、輸送担当者氏名及び輸送会社並

びに輸送する車両の車両番号を記載する欄があることである。さらに、書類末尾

には製品出荷者が書類の記載内容が適正であると宣言して署名し、検査担当官が

証明書の記載内容が適正であると認め署名をする欄はあるが、製品の移動証明書

には木材移動証明書のような有効期間が「発行から 24 時間以内」という制限が

ないため、証明書の有効期限を記載する欄が存在しないことである。 

製品の移動証明書の記載事項については、書類の左上に書類番号（№）及び

伝票の冊番号（Vol）、書類タイトルの右下に製品の移動証明書の発行地を記載す

る。その下に証明発行年月日を記載した後に、「私....（氏名）....〇年〇月〇

日書類番号〇番で法律で制限されている木材から加工された....(製品名)...

を...(数量)...記載している所在地で〇〇許可により取扱う」という文を構成

するように空白欄に記載するようになっている。トラッキングに用いる伐採に

係る ID の情報は、この欄の「〇年〇月〇日書類番号〇番で」の部分である。 
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図 4-3 製品の移動証明書 
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さらに、書類中央部には、加工工場の操業許可及び販売許可に係る事項を記

載する欄があり、その下には、輸送と移動先に係る情報を記載するようになっ

ている。 

製品の移動証明書の裏面（図 4-4）は、木材の輸送証明書と同じように移動す

る木材の登録を行うための木材製品登録書がある。 

この記載方法は、木材移動登録書（図 4-2）と同じである。 

 

⑤トラッキングシステムによる合法性証明の利用 

現在、実証実験に参加している事業体は、トラッキングが可能な販売明細を木材

需要者に提供している。しかし、実証実験ではトラッキングの精度等を計測してい

る最中と思われる。 

さらに、タイでは木材合法性制証明システムを EU とともに構築中で、トラッキ

ングに使用するデータベースシステムが稼働していない。現在の実証実験中のトラ

ッキングシステムの実施体制が整い、制度化され、一般の需要者がトラッキングシ

ステムの情報を利用できるまでには、しばらく時間がかかりそうである。 
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図 4-4 木材製品登録書 
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３．木材生産・流通状況 

（１）木材加工産業 

森林局がウェブサイトで公表しているデータによれば、2021 年度に森林局は、合計

１万 3,411 件の加工事業設置許可を発行している。 

この許可は、毎年更新されるもので、表の許可件数には許可を更新した既存の加工

事業施設の件数が含まれている。表中には、新規に木材加工所を開設するための許可

件数が 2,825 件含まれているので、更新のための許可発行件数は１万 559 件である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-4 によれば、機械による木材加工工場の設置許可件数は 5,154 件であり、この

内、仏具商品加工許可件数を除いた件数は 1,670 件である。 

森林局が発表している 2019 年の加工工場件数は 6,211 件であり、その内訳は次のと

おりである25。 

 

【2019 年の加工工場数】 

 機械を使用する加工工場  1,093 件 

 工作機械を使用する加工工場 3,073 件 

 手作業で木材を加工する工場 1,193 件 

 木工品を手作業で加工する工場   703 件 

 商業用木材加工      76 件 

 その他       73 件 

 

なお、統計上は 2021 年においても「手作業で木材を加工する工場」に事業許可を与

えているように集計しているが、2019 年の森林法改正により事業許可を取得しなけれ

ばならない加工事業の範囲が縮小し、手作業で木材を加工する工場は設置許可の対象

                                                 
25 https://forestinfo.forest.go.th/ 

表 4-4 加工事業設置許可発行件数（2021 年度） 
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からはずされている26。 

次に掲げる木材加工については、加工事業設置許可が不要である27。 

i 丸太の造材（枝払いや玉切り）。 

ii 手作業で木材を加工する工場 

iii 商取引以外の目的による丸太又は木片の加工。 

iv 合法的入手が証明できる加工木材の所為。 

v 保有していない木材の加工。 

vi 営利目的ではない証拠を備えている未加工の制限樹種の人力による加工。 

 

 

（２）加工工場で使用が許可されている木材 

森林法では、加工工場が使用できる木材を次のように定めている。 

i 使用料や森林維持費が支払われている木材、伐採が許可されている木材又は森

林局の許可書があり許可印が押されている木材。 

ii ロイヤリティーの支払いは完了していないが、伐採が許可され、役人がスタン

プを押した木材。 

iii 政府から購入した木材で、役人がすでに政府の印を押して販売しているもの。 

iv 木材加工許可所持者の加工木材で、木材加工許可所持者の加工木材により添付

された文書がある又は職員の ID が証拠として記録されているもの。 

v 輸送許可書が添付されている輸入材。 

 

森林局は、適正な原料の使用と製品の管理のために、製材工場、二次加工工場その

他の木材加工工場に、原料の入出荷在庫日報及び生産した製品の加工生産実績日報の

作成と管理を義務付けている。 

森林局は、加工工場及び流通業者を年一回監査している。監査では、抽出検査によ

り木材を管理する各種日報と原料及び加工した製品の適合を確認する。監査の結果、

悪質な不適合が明らかになったときは、加工工場の加工事業設置許可を取消している。 

なお、タイ国内における木材製品の需要は、内装材、家具材、雑貨品などである。内

装材は下地用の製材品、床や壁の下地又は化粧に使用する木質パネルが主要製品であ

る。家具については、高級品のソファーのフレーム、テーブル、箪笥などにチークが用

いられている他、輸出用を含む屋内用及び屋外用の家具にゴム材が用いられている。 

タイでは一般的に木造住宅は建築されていない。 

 

（３）木材製品流通業者 

森林局の 2019 年のデータによれば、流通業者数は 3,053 件である28。森林局は、こ

れらの流通業者にも入出荷在庫台帳の作成を義務づけ、年一回の監査を実施している。

流通業者の他に、森林局のデータには工芸品を取扱う店舗が 4,885 件記録されている
30。 

  

                                                 
26 森林法第 49 条・第 49 条の２。 

27 森林法第 50 条。 
28 https://forestinfo.forest.go.th/ 

30 https://forestinfo.forest.go.th/ 
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（４）輸出入 

2021 年の木材輸出入量を表 4-5

に示した。輸出入ともに単板の量

が多いのが特徴的である。さらに

合板の輸入量も多くなっている。 

チップ・木質繊維、製材品、切削

板、繊維板、木質パルプ以外のパル

プについては、輸入量に対して輸

出量が大幅に多くなっている。 

2021 年の国別丸太・製材品輸入

量を表 4-6 に示した。同年の輸入

量は丸太が 22 万㎥、製材品は 50

万 4,000 ㎥である。丸太は米国か

らの輸入量が 20 万 1,187 ㎥と多

く、丸太輸入量合計の 91％を占め

ている。製材品については、米国

（15万1,445㎥）、日本（14万2,175

㎥）及びマレーシア（13 万 8,152

㎥）からの輸入量が多く、これら３

か国からの輸入量は、全輸入量の

86％を占めている。 

2021 年の国別丸太・製材品輸出量を表 4-7 に示した。度年においては、丸太を８か国

に対して、製材品を 13 か国に対して輸出している。丸太、製材品ともに主要輸出相手

国は中国であり、丸太の 95％（６万 56 ㎥）、製材品の 96％（234 万 5,645 ㎥）を中国に

向けて輸出している。 

  

表 4-5 林産物輸出入量（2021 年） 
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表 4-6 相手国別丸太・製材品輸入量（2021 年） 

表 4-7 相手国別丸太・製材品輸出量（2021 年） 
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（５）森林認証 

タイでは、森林認証は普及していない。

リースで小規模な公有地を確保して生産

した早生樹種の人工林材とゴムプランテ

ーションからの木材が商業用木材の大半

を占めているという丸太の生産構造が、森

林認証が普及しない要因であると考えら

れる。 

森林認証面積は、FSC で 17 万 3,519ha、PEFC では 3,068ha にとどまっている。さら

に CoC 認証については、FSC が 319 件、PEFC は 40 件である。 

タイでは、タイ森林認証協議会（Thailand Forest Certification Council (TFCC)）が 2016

年に PEFC との相互承認を締結している。」 

 

（６）違法伐採に関する関連情報 

森林局は、ウェブサイトで森林関係法

令違反事件の件数を公表している。これ

によれば、2021 年度（2020 年 10 月から

2021 年９月まで）の期間に発生した違反

事件は、森林への侵入に係る事件が 1,893

件、伐採に係る事件が 1,326 件、植物を

含む野生生物に係る事件が１件となって

いる。 

ウェブサイト上で公開されている最も

古い 2013 年からのデータの推移を表９

に示した。これによれば、伐採に係る事件

数は2015年の4,248件をピークに減少傾

向にあるが、2018 年までは約 3,000 件を

上回る高い水準で事件が発生していた。

ここ数年間、伐採に係る事件件数が減少

したのは、密輸の目的で伐採してきたロ

ーズウッドの枯渇と訓練を受けた準軍事組

織による取り締まりの強化にあるといわれ

ている31。 

さらに侵入に係る事件数は同じく 2015 年の 3,607 件をピークとして減少しているも

のの、2017 年以降も 2,000 件前後の件数で増減を繰り返している。 

タイの天然林における違法伐採は、いまだ軽視できない問題として存続している。

2021 年に森林局は、18 か所の国立公園で 171 件のシャムローズウッド（Dalbergia 

cochinchinensis）に代表されるローズウッドの違法伐採を報告している32。 

侵入に係る事件の多さは、タイの複雑な土地利用権をめぐる問題を背景に生じている

といわれている。文献によれば、何世代にもわたって居住していた土地から立ち退きを

                                                 
31 Forest Trend, “Timber Legality Risk Dash Board: Thailand”, USDA, October, 2021, p 15 
32 『前掲書』 

表 4-8 タイの森林認証面積、CoC 認証件数 

 
森林認証面積 CoC 認証件数 

(ha) (件) 

FSC 173,519 319 

PEFC 3,068 40 

資料：FSC（https://connect.fsc.org/impact/facts-figures） 
PEFC,”PEFC Global Statistics Data: December 2023” 

表 4-9 森林関連法違反件数 
   （件） 

年度 侵入 伐採 野生生物 

2013 2,801 4,029 57 

2014 3,189 7,315 － 

2015 3,607 4,248 103 

2016 3,139 3,508 84 

2017 2,279 3,014 － 

2018 1,829 2,966 6  

2019 1,726 1,749  23 

2020 2,199 1,423 3 

2021 1,893 1,326 1 

資料: 森林局   
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求められた先住民が、法律で立入りが禁じられているかつての居住地周辺の森林から離

れられずに土地を占有した結果、逮捕され有罪判決が下った事例が報告されている33。 

さらに、表 4-9 の内数には含まれていないが、公有地をリースして土地を確保してか

ら実施されるゴムノキやユーカリなどのプランテーションについても、土地の利用権が

確定する前に土地を占有して植林を行っている事例があるとの報告がある34。 

 

（７）その他 

タイでは、木材の生産、輸送及び輸出に係る許認可制度により多くの許可書及び証

明書が発行されている。 

Preferred by Nature は、合法性確認時の許可書及び証明書の確認作業をめぐる困難な

状況を軽減するために、EU の支援を受けて『タイの文書ガイド木材版（Thailand 

Document Guide， Timber）』（2022 年版）と題した林業・木材関係の許可書及び証明

書のサンプル集をウェブサイト（https://preferredbynature.org/）で公表している。この

出版物は、合法性を確認するための参考資料として有用であると考えられるので報告

する。 

収録されている書類は次のとおりであり各書類の解説と文書のサンプル画像を掲載

している。 

 

『タイの文書ガイド木材版』に掲載されている許可書及び証明書のサンプル 

i 土地保有権証書 – （Nor Sor 4 Chor）  

ii 人工林証明書 (Sor Por 3) 

iii 人工林許可書 (Por Sor 31) 及び (Por Sor 32)  

iv 森林法第 18/1 条および第 18/1 条に基づく木材生産地証明  

v 利用権許可 (STK 1 Kor; STK 2 )  

vi 使用証明書（NS-3） 

vii 伐採・伐採届出証明書（Sor Por 13） 

viii 制限種の収穫許可  

ix 人工林材梱包リスト (Sor Por 15) 

x 印鑑登録（Sor P8） 

xi 印鑑証明書（Sor P9） 

xii 移動許可書 

xiii 製材証明書 

xiv プランテーション年次管理報告書 （Por Sor 32） 

xv チェーンソー運転者免許（Lor Sor 3） 

xvi チェーンソー一時移転許可 (Lor Sor 13) 

xvii 社会保障登録証明書（雇用主用） 

xviii 労働許可証（外国人労働者用） 

xix 輸出許可書 

xx CITES 種の輸出入及び再輸出の許可 

                                                 
33 『前掲書』。. 
34 『前掲書』。 
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仏暦 2563 年（西暦 2020 年） 

【仮訳】 

森林局規則 

西暦2020王国外での取引又は輸出のための 

木材、木材製品又は木炭の証明書の発行に関する王立森林局の規制 

（王国外での取引又は輸出のための木材及び木材製品の証明書の発行） 

現在の森林の状況に合わせて木材、木材製品及び木炭の輸出対策の改善が必

要なため、西暦2019年森林法（第８号）により改正された仏歴2484年（西暦1941

年）の森林法第18/2条に基づき、王国外での貿易又は輸出用の木材製品及び木炭

には、貿易で競争する能力の強化をするために証拠を提出しなければならない。

木材の証明書を取得したい者は、貿易用の木炭又は木材製品を王国外に輸出する

ために、伐採プロセスの証拠を提示し、合法的に入手した木材を取引する必要が

ある。森林局長は、合法的に入手した木材の木材生産と貿易のプロセスを遵守す

るために天然資源環境大臣の承認を得て、政府許認可を円滑化する規則を次のよ

うに定める。 

 

第１条 この規則は、「西暦2020年王国外での貿易又は輸出のための木材、木材製品、

木炭の証明書の発行に関する王立森林局の規制」と題する。 

第２条 この規則は、王室官報に掲載された日の翌日から施行する（2020年４月１日施

行）。 

第３条 王国外への輸出のための木材、木材製品、木炭の証明書の発行に関する森林局

の規則（西暦2009年）を廃止し、この規則で規定に係る全ての規則、規制、通知

及び命令又はこの規則に反する若しくは矛盾する規定については、本規則を優

先して適用する。 

第４条 この規則における「証明書」とは、王国外での貿易又は輸出のための木

材、木材製品及び木炭の証明書、「木」とは木を、「木材」とは、加工してい

ない丸太を玉切した木材を、「製材品」とは加工された木材を、「樹木」と

は、別の場所に移植できるように根ごと掘り起こした生きた多年生植物をい

う。 

「木材製品」とは、発明品、器具その他の木材で作られたもの又は完成品

若しくは半製品として合法的に入手したコンポーネントとして木材を含むも

のをいう。 

「木炭」とは、木を燃やして得た炭、木炭粉及び木を圧搾した炭をいう。  

第５条 森林局長は、この規則を遵守する責任を負い、権限を有し、この規制

の遵守に関する問題を解釈し、決定する権限を有する。  

 

第１章 木材、木製品、木炭の認証 

 

第６条 主務担当官は、木材、木製品及び木炭を次のように認証する。 

（１）丸太及び加工木材は、次の種類の木材でなければならない。 

（a）土地法により、所有権又は占有権のある土地に生育する樹木。 
（b）大臣が発表内閣の承認を得て決定される権利文書の種類に応じて特典を

受ける植栽が許可された土地に生育する樹木。 
（c）合法的な入手を示す証拠がある木材。 
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（d）海外から輸入する木材には輸入証明書が必要であり、法律に基づく伐採

又は林産物の移動には、森林及び原産地を特定する原産地証明書（C/O）

又は輸出許可の証拠、製造国若しくは輸出国からの証明書その他の証明

された証拠木材の入手状況を示す所轄官庁が発行した証拠。 

（２）国産材は、第６条第１項の（a）、（b）又は（c）のいずれかの木材でなけれ

ばならない。 

（３）木材製品は、合法的な入手を示す証拠のある製品でなければならない。 

（４）木炭は、次のものでなければならない。 

（a）第６条第１項の規定の（a）又は（b）に基づく木材を原料にして得られた

木炭。 
（b）合法的な入手を示す証拠を付した木炭。 
（c）外国から輸入される木炭は、原産国又は輸出国が発行した原産地証明書

（C/O）又は輸出許可書に基づく木材若しくは林産物の輸送証明書又は

輸出証明書が必要である。 

 

第７条 証明書を申請する者は、申請書（様式６による）とともに次の補足資料の提出

を検討しなければならない。 

7.1 本人に関する証拠書類  

（１）個人 

（a）身分証明書又は身分確認ができる政府関係者のIDカード。 

（b）申請者の代理人に権限を付与する場合は、委任状、権限付与者の身分証

明書の写し若しくは政府の公的身分証明書の写し、身分証明書権限があ

る弁護士又は政府職員のIDカードの写し及び国民身分証明書の写しを

添付する。 

（２）政府機関又は国営企業以外の法人 

（a）法人登録の証拠又は登録証明書 

（b）当該法人の登録された覚書及び定款。 

（c）代理権を付与する場合は、委任状及び権限付与者の身分証明書若しくは

政府の公的身分証明書の写し又は認証された証明書の写し及び身分証

明書又は代理権を執行する弁護士の身分証明書を添付。 

 
7.2 木材、木製品、木炭の合法的入手を示す証拠書類  

法律 （１）王国の丸太、加工木材、枠木材 

（a）森林法第 18 の１条に基づく木材証明書。 

西暦2019年森林法（第８号）により改正した西暦1941年森

林法第18の１条に基づく認証を要求できる製品の種類により

対応する。 

森林局長によ

る指定 

（b)木材又は林産物の移動の要求。 

（c）森林植林法に基づく合法的取得の証拠を文書化する。 

（d）木材管理簿。 

（e）規定遵守の真正性を表明する自己宣言書。 

丸太の場合 （f）（a）又は（b）による証拠がない丸太、加工木材及びこん包材
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の場合、（c）、（d）又は（e）の木材の写真を添付し、簡単な

地図と所有権若しくは権利を示す文書の写し又は土地法に基づ

く占有又は許可書の写し。土地利用の許可を得た者は、大臣が発

行した権利文書の種類に基づいて土地を使用しなければならな

い。状況に応じて、樹木を生育又は植栽する場所は、内閣の承認

により決定する。 

 (２)王国に輸入される木材 

（a）木材又は林産物の輸送許可書又は加工木材に付随する文書、 

及び 

（b）原産地証明書（C/O）又は輸出許可の証拠。 

輸入相手国か

ら 

（３)建物や器具の状態にあった木材。 

（a）制限された木材又は制限された木材と同じ名前又は種類の木

材で、建築された状態にあるか国外に移動する用具として使

用されている状態にある、 

又は 

(b) 合法的な取得の証拠(森林法第39条に基づく適用（西暦1941年

森林法(西暦2019年第８号改正))35 

 （４）木材製品 

（a）加工品、器具その他の木製物に関する図書 

（b）合法的取得の証拠 

保護種 （５）木炭 

（a）木材又は林産物の移動採取又は 

（b）森林法（西暦1941年）の第18の１条（西暦2019年森林法（第

８号）により改正）に基づく、薪炭材取得を示す証明書。 

（c）王立森林局長が指定する薪炭材の取得を示す自己申告書。 

 

7.3 その他の関連文書及び証拠 

（１）木材、木製品、木炭に関する写真。 

（２）商品注文書のコピー。 

 
【申請】 

第８条 申請書の提出場所 

（１）バンコク地域の場合は、森林局に提出する。 

（２）その他の地域の場合は、地元の森林資源管理局又は地元の森林センター

若しくは森林保護開発部門に提出する。  

森林局長は、申請書が第１項の規定に指定した以外の場所又は他の方

法での提出を発表できる。 

 

第９条 担当官は、第７条に基づく申請を受けたときは、申請書及び申請書とともに提

出された書類又は証拠のリストを確認し、その内容が正確、かつ、完全であるこ

とを確認し、申請書に誤りがなく書類又は証拠に不備がない場合は、申請書の受

領書を様式７により申請者に発行する。役員は、証拠として様式７による受領書

                                                 
35 木材輸送証明書（訳者注）。 
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を申請者に交付する。 

申請に誤りがある場合、書類や証拠が不足した場合は、直ちに申請者に通知する。

その時点で修正又は追加できる場合は、申請者に修正又は追加の書類又は証拠の提

出を通知する。その時点で修正又は追加が不可能な場合は、申請者に通知し、欠陥

の記録と提出する追加文書又は証拠のリストを提供する。この請求を受領した日か

ら15日以内に瑕疵記録と書類リスト又は様式７で提出する追加の証拠は、申請者が

提出する。申請者が追加の書類や証拠を修正又は提出しなかった場合、申請書を処

分し、理由を書面で通知して申請者に返送したものとみなす。ただし、そのような

申請書の返送があった場合でも、申請者が新しい申請書を提出する資格は失われな

い。 

 

第２章 検査及び報告 

 

第10条 第８条の規定に定める提出機関は、森林局長又は地元の森林資源管理局長に報告

しなければならない。職員は、第８条の規定に基づく申請を受けた日から10営業日

以内又は申請者が書類若しくは追加証拠を訂正して提出した日から10日以内に、第

８条の規定による審査の結果を機関の長に報告しなければならない。第９条の規定

により、第８条の規定による機関の長は、報告を受けた日から２営業日以内に、森

林局長又は森林局長が指名した者の意見を付して、その結果を報告しなければなら

ない。 

第８条の規定に掲げる森林センター又は森林保護開発部門は、第１項の規定に基

づき、検査の結果及び森林資源管理局長の意見とともに森林局長又は森林局長が任

命した者に報告を行う。 

 

第11条 伐採木の信頼性を確認するために、職員は次の手順を実行しなければならない。 

（１）個別スタンプ（Tシール）として、始まりから順にその年の年番号、番号、各

樹木の番号を表示する。中心部の周長が100cm未満のサイズの木材については、

全ての丸太の片側の断面に個別スタンプ（Tシール）を表示する。 

（２）伐採した全ての丸太のリストを作成し、各丸太に樹種、材長、円周、数量、材

積、重量、個別スタンプ（Tシール）、西暦の略年番号並びに最初の注文番号

及び通し番号の詳細を記載する。 

（３）次の詳細事項を記載した検査結果報告書を作成する。 

（a）検査年月日 
（b）証明書を申請する人の氏名、姓、身分証明書番号及び住所 

（c）土地証拠の詳細（土地の位置、土地区画座標） 

（d）政府が使用するために国が留保している森林地域又は土地との重複の有無。 
（e）伐採された全ての丸太のリスト（種類、材長、円周寸法データを含む）、数

量、材積、重量、個別スタンプ（Tシール：西暦の略号、最初の注文番号及

び通し番号、伐採した立木の座標）。 

（f）輸出する丸太のリスト（木材の学名、材長、周囲長、数量、材積、重量を明

記）、個別スタンプ（Tシール；樹木、玉の連番、西暦の略号を表示）。 

（g）木の切株の断面の写真。玉切した全ての木材の両側の木口の写真。林業局

長が指定した項目に加えて、木材の検査、測定又はスタンピングの方法を

指定し発表する場合がある 
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第12条 第7.2項（１）（a）、（b）、（c）、（d）及び（e）、第7.2項（２）、第7.2 

（３）（a）及び（b）、第7.2 （４）（a）及び（b）並びに第7.2項（５）（a）、

（b）及び（c）のタイプ、サイズ及び数量と証拠との適合を確認する。 

 

第13条 木材が生育する区域外の丸太の検査において、第7.2項（１）（e）及び（f）に

基づく証拠がある場合は、土地にある切株を確認して、申請書で要求する木との

適合を確認する追加の検査を実施し、正しい場合は、職員が第11条（１）に基づ

いてスタンプを押す。 

第14条 第11条、第12条及び第13条の規定に基づく木材、木製品及び木炭の検査結果報

告書は、森林局長が指定する情報を記載して作成する。 

第15条 電子データの形式で本規則に基づく業務を行う場合は、電子取引法に基づき本

規則で使用し、訴訟を起こすのと同様の法的効果があるとみなされる。この手続

きは書面により行う。 

第３章 証明書の発行 

 

第16条 森林局長又は森林資源管理局長により証明書を発行する権限を与えられた者

は、第10条の規定に基づいて報告書の受領日から３営業日以内に証明書の発行を

検討し、その結果を申請者に通知する。 

証明書の有効期間は証明書の発行日から30日以内とし、証明書は様式８に従う。 

この規則により森林局長又は森林資源管理局長が指名された者は、指名を受け

た日から30日以内に大臣に対して任命に対する不服を申し立てる権利がある。 

第17条 証明書の発行に要する費用の率は、本規約の末尾の料金勘定によるものとする。 

第18条 申請書及び証明書の用紙は、本規則の末尾の様式によるものとする。 

第１項の規定による様式の変更又は追加は、森林局長が官報の告示により公

告する。 

第19条 王国外での取引又は輸出するための木材、木材製品、木炭の証明書は、この規

則に従って、この規則が発効する前に制定した西暦2009年林業局規則の輸出用木

材・木製品・木炭の証明書を王国外での貿易又は輸出のための木材、木材製品、

木炭の証明書として引き続き使用する。  
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2020年２月３日、アタフォン チャロエンチャンサ森林局長発表 

（様式６） 
王国外での取引又は輸出のための木材、木材製品、木炭の証明書申請書 

申請先  .................................................... 
日.....月..............仏年.......................... 

私 ......................................................................................................................................... 

年.............年 国籍 ............. 国民 ID 番号 ---- 
自宅／本社 
番号........................村............通り名................................................................. 

道..................................................................市....................... 

区........................................................................... 

地区  .................................州..................................郵便番号................................................. 
電話................................FAX.............................. E メール............................................................ 
 
森林局に申請書を提出するには、次を記入します。 

 
項目１：次の種類に分類された木材の証明書を請求します。 

 1.1 丸太（樹種、商品名及び学名を明記）………………………………………….. 

本数..............材積.......................㎥ 重量..........................................................kg./ton 

 1.2 木材加工品（樹種、商品名及び学名を明記）…………………………………… 

本数..............材積.......................㎥ 重量.........................................................kg./ton 

 1.3 こん包材（樹種、商品名及び学名を明記）…………………………………….. 

量...............ton 材積.................... ㎥ 重量 ....................................... ........kg./ton 
 1.4 建物や器具として使用されていた木材（樹種、商品名及び学名を明記） 

 ……………………………...…..  
量/シート/ピース/量..................... ㎥/重量................................... kg./ton 

 1.5 木製品（指定してください）……………………..………………………………… 

樹種、商品名、学名.................................…………………………………..…. 

量...................重量 ............................................ kg/ ton 

 1.6 木炭（樹種、商品名、学名を明記）…………..................................................... 

量...............��d/箱/袋の容量 ................... ㎥重量 ............................ kg./ton 

（各種類に複数の項目がある場合は、アカウントを付けてください。） 

項目 2．次の証拠を添付しました。 
2.1  人に係る証拠 

2.1.1 個人 

☐  (1) 申請者の国民IDカード/IDカード 政府職員（本人）の身分証明書 

☐  (2) 権限を委任して代理する場合 

☐ A. 委任状 
☐ B. 身分証明書のコピー/付与者及び弁護士の政府公的身分証明
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書のコピー及びそのコピーが正しいことの証明書。 

☐ C. 国民身分証明書/身分証明書 弁護士の政府関係者

（本人）の身分証明書 

2.1.2 政府機関又は国営企業ではない法人 

☐ 法人登録の証拠又は法人登録証明書。 

☐ 登録された有限会社の覚書及び定款。 

☐ 代理権を付与する場合は、委任状を添付してください。 

項目 3: 木材、木製品、木炭の供給源の証拠。 

3.1 丸太、加工木材、枠組木材 

3.1.1 王国で 

☐認証される製品の種類に対応した森林法第 18/1 条に基づく木材認

証。 

☐ 木材又は林産物を移動するための許可。 

☐ 再造林法に従って合法的取得の証拠を文書化。 

☐ 木材管理簿 

☐ 自己宣言書（Self Declaration） 
☐ (1)～(5)の証拠がない丸太、加工木材、枠組木材の場合は、写真

を添付してください。 植えられた木、簡単な地図と、土地法に

基づく所有権若しくは所有権を示す文書のコピー又はその許

可を与える文書のコピー。樹木が生育又は植樹する場所は、許

可された土地を使用し、権利書の種類に応じた特典は、大臣が

発表した場合、内閣の承認を得て決定する。 

3.1.2 王国に輸入された 

☐木材又は林産物の輸送許可証、又は渡航書類。そして 

☐原産地証明書 (C/O)又は原産地 (C/O) を示す送り出し国からの輸

出許可。 

3.2 以前に建物や器具として使用されていた木材 

 • 物品を県外に移動することを許可す

る。 
3.3 木製品 

 管理証 
3.4 炭 

  木材又は林産物の輸送の要請。 

   原材料の合法的な入手を示す証拠。 

 • (2.1) 森林法第 18/1 条に基づく木材証明書。 

 • (2.2) 自己証明書（自己宣言書）  
3.5 その他の関連証拠書類 

  木材、木製品、木炭に関連した写真。 

  製品注文書のコピーとINVOICE 



Wind 137、特別セクション 74、王室官報、2020年３月31日 

116 

 

 
第 4 項：第 1 項に定める物品は、......................................... 区........................................ 

県................................................................................................................. に保管される。 

輸出相手国..................................................................................................................... 
輸出者名及び住所................................................................................................... 
.......................................................................................................................................  
荷受人名及び住所............................................................................................... 
....................................................................................................................................  
INVOICE 番号………………….........................  
日付........................................................... 

 

 
私は上記に示されている又は添付されている宣言及び文書は全て真実であること

をここに証明します。 

 
(申請者署名).  .................................................  

(...............................................................) 
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担当官が、 
申請書類を確認した結果、不完全かつ不正確であることが判明し、申請者はそれら

を修正していませんでした。修正情報は正確であり、指定された期間内に修正を完了

する必要があります。...........年...........月の期日までに申請書類が正しく完成している

ことを確認してください。 
担当官の意見 
.............................................................................................................................................................. 
............................................................................................................................................................. 

 
申請書審査官署名 ....................................  

(...........................................................) 

所見 
氏名（Mr./Mrs./Miss）........................................... ..... 
職名.................................................. ......... 
同行者................................................................................................................................................. 
規定に基づく現地調査を実施する。 

(署名) ................................................................... 
(................................................................) 

職名.................................................................. 
担当官の所見 

検査は規定に基づき実施した。 

☐ 不正確です。結果は申請者............................................................................................... 

に通知してください。 

☐ 正解です。王立森林局長官に証明書の発行の提案が適切であると考えます。 
(検査官署名).  ............................................ �� 

(..............................................................) 

職名................................................................... 

指揮官の所見 
................................................................................... ................................................. 
.................................................................................................................................................... 

 
(署名).............................................................. 

(..............................................................) 

職名................................................................. 
森林大臣への上申 

承認 
却下 .............................................................................................. 

 
(署名).............................................................. 

(..............................................................) 
職名.................................................................. 
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(様式 7)  

王国外での取引又は輸出のための木材、木材製品、木炭の認証申請受領書 

日..............月............................年 …............... 

王立森林局は、..............................からの木材及び木材製品の証明書の申請を受領した。 

 

貿易用の木材製品又は木炭の木材証明書の要求を受領します。 

 

申請書と補足文書を確認した結果は、次のようです。 

 

森林局は、....................................................................の木材製品の木材証明書の申請を受領し、申

請と添付書類を確認した結果、次のように判断する。 

☐  文書及び証拠が完全かつ正確。 

☐  次の文書及び証拠が不完全又は不正確。 
1..................................................................................................................... 

2................................................................................................................... 

3..................................................................................................................... 
4.................................................................................................................... 

 

申請者は、この申請を受け取った日から 15 日以内に、申請を修正するか、追

加の書類や証拠を正確かつ完全に提出するよう通知されています。申請者が行動

を起こさない場合は、その期間内に修正するか、追加の書類や証拠を提出してく

ださい。森林局は申請者に申請書を返送しますが、申請者は証拠としてこの申請

書のコピーを申請者に渡しています。 

 

申請者に、この通知を受け取った日から 15 日以内に、申請書を修正するか、

正しく完成するための追加の文書や証拠を提出するよう通知する。 
王立森林局は、申請者が上記期間内に修正を行わない場合又は追加の書類や証

拠を提出しない場合、申請書を申請者に返送します。 

申請書受領者は、この申請受領書のコピーを証拠として申請者に送付します。 

 

 
署名..................................................申請者署名 ........................................ 検査員の要請 

(......................................................) (.................................................) 
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(แบบ รม.8) 
หนงสอืรบรองไม ้ผลติภณฑไ์ม ้

และถา่นไมเพืѷอการคา้หรอืสง่ออกไปนอกราชอาณาจกร 
Letter of Certification for Trade and Export of Timber, Wood 

Products and Charcoal 
ออกตามความในมาตรา 18/2 แหง่พระราชบญัญตัป่ิาไม ้พุทธศกัราช 2484 

และท่แีกไ้ขเพิϧมเตมิ 

เลขท่ ี

No. 

 

ใบส ัѷงสนิคา◌ ้/INVOICE         インボイス 
เลขท ี

No. 

วนัทีϧ 

Date 

ผูส้ง่ออก/Exporter    輸出者 ผูซ้ืҟอ/Consignee    荷受人 
  

เลขประจาํตวัผูเ้สียภาษี         納税番号 
Tax ID 

ประเทศปลายทาง         仕向国 
Destination Country 

รายละเอยีดสนิคา้/Description of Consignment      商品明細 
ประเภท/Type ชนิดไม/้Species 

(ระบุไมท้อ่น/timber ไมท้อ่นขนาด 
เล็ก/roundwood ไมล้อม/balled tree ไมแปร 
รูป/sawnwood ชิϨนไมส้บั/wood chip ไมท้ีϧเคยอยู ่
ในสภาพสิϧงปลูกสรา้งหรือเครืϧองใช/้used wood 
ผลติภณัฑ์ไม/wood products ถา่นไม/้charcoals 
หรืออ่นืๆ ) 
 
 

ช่อืสามญั/Common name    一般名 

ชืϧอการคา้/Trade name        商業名 

ช่อืวทิยาศาสตร์/Scientific name      学名 

จาํนวน/ปรมิาณ(หน่วย)  
Quantity (unit)   数量／個数（単位） 

ปรมิาตร (ลบ.ม.)     材積（㎥） 
Volume (cu.m.) 

น้าํหนกั (กก./ตนั) 重量 
 Weight (kg./ton) 

   

แหลง่ทีϧมา/Source  由来 

木材、木製品及び

炭の輸送輸出証明

書 

 

森林法第 18/2 条、

タ イ 暦 2484 年 

(1941 年)及び追加

(木材、丸太、根巻きした木、製材品、木材チッ

プ、古材、木材製品、炭) 
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วนัทีϧออก    発行日 

Date of issue 

 

ลงชืϧอ ............................................................
................. 

(...................................................................

.........) 

อธบิดีกรมป่าไม ้

Director General of Royal Forest 

Department 

วนัทีϧหมดอายุ  有効期限 

Date of expiry 

（署 名） 
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王国外での取引又は輸出のための木材、木材製品、木炭の証明書発行に要する費用。 
 
 

製品容

積

（㎥） 

製品重

量(kg) 

最長往復距離

（km） 

稼働日数

（日） 

総経費 
全費用 
経費全体 
(バーツ) 

27以下 20,000以下 200以下 1 1,400 
  201 - 400 2 3,600 
  400超 3 6,600 
28 - 55 20,001 - 40,000 200以下 2 2,800 
  201 - 400 3 5,400 
  401 - 500 4 9,600 
  500超 5 13,000 
56 - 80 40,001 - 60,000 200以下 3 6,000 
  201 - 400 5 12,000 
  401 - 500 7 21,000 
  500超 9 28,800 
80超 60,000超 200以下 4 8,000 
  201 - 400 7 16,800 
  401 - 500 9 27,000 
  500超 11 35,200 
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